令和２年度

統計課
総務・調整グループ
職員の給与支給等の庶務事務のほか、以下の事業等を実施した。

	整理番号
	事　業　内　容
	実施時期
	備　考

	１
	委託費の収入支出に関する事務
	通年
	５省庁

	２
	統計事業の調整に関する事業及び大阪府の統計行政の推進を図るための事業
	通年
	総務省

大阪府


１　委託費の収入支出に関する事務

各種統計調査に要する経費について適正な執行に努めるとともに、統計調査の円滑な執行を図った。

	年　　度
	３０
	元
	２

	総務省
	1,199,359千円
	1,018,040千円
	5,240,552千円

	文部科学省
	3,438千円
	3,304千円
	2,984千円

	厚生労働省
	58,295千円
	46,916千円
	48,545千円

	農林水産省
	6,619千円
	51,369千円
	 2,967千円

	経済産業省
	87,841千円
	26,058千円
	      0千円

	計
	1,355,552千円
	1,145,687千円
	5,295,048千円


２　統計事業の調整に関する事業及び大阪府の統計行政の推進を図るための事業

	年 度
	３０
	元
	２

	予 算 額

(うち府費額)

決 算 額

(うち府費額)
	8,769千円

(2,979千円)

7,823千円

(2,859千円)
	9,860千円

(3,844千円)

7,318千円

(2,723千円)
	9,718千円

 (3,712千円)

6,748千円

(2,828千円)


＊課の庶務事務分含む

(1) 統計調査員確保対策事業

国が実施する統計調査について統計調査員の選任が困難な現状を改善するため、あらかじめ統計調査員希望者を登録し、統計調査員の確保及び資質の向上を図った。

ア　調査員登録名簿の整備

　イ　「統計調査員のしおり」の配付

ウ　「統計だより」の発行・配付

　　エ　統計調査員登録説明会の開催

　オ　都道府県別登録調査員研修の開催

　　＊新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から中止

　カ　統計調査員募集

(2）統計調査員安全確保対策事業

統計調査員の調査活動における防犯面を主とする安全確保対策について必要な措置を講じ、統計調査の円滑な実施を図った。

ア　安全対策用品の配付（「統計調査員安全対策マニュアル」、「調査員同行者の皆様へ」、防犯ブザー等）

　　イ　複数人による調査活動等の推進（同行者の推薦・登録）

　　ウ　府及び市町村の統計事務従事職員に対する安全対策の指導及び周知徹底

（3）地方統計職員業務研修

府及び市町村の統計事務従事職員等を対象に、業務上必要な知識と技術を習得させるため研修を実施した。

	区　　分
	基礎研修
	専門研修

	実 施 日
	令和２年６月４日で準備を進めたが、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から中止＊
	令和３年３月１日

	内　　容
	統計業務に関し必要な基礎知識と技術の習得
	統計業務に関し必要な専門知識と技術の習得

	受 講 者
	―
	46人


　　　 　＊当日の資料(ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ等)、説明原稿を受講申込者に提供

(4) 府統計調査の届出及び大阪府統計調査条例の運用等

ア　統計調査の届出

　　　　府が独自に実施する統計調査（知事部局所管分）を総務大臣に届け出た。

	調　　査　　名
	件　数

	大阪府景気観測調査　ほか
	７件


イ　大阪府統計調査条例の運用等

府が独自に実施する統計調査を適用対象とし、調査においては個人情報の保護にも配慮するよう周知を図った。

また、統計調査の円滑な実施、庁内での利活用の促進に資するための資料として「大阪府統計調査一覧」を作成した。

　　 　 根拠法令：統計法

地方公共団体又は独立行政法人が行う統計調査の届出に関する事務マニュアル

　　　　　　　 　    大阪府統計調査条例

(5) 統計事業の指導、連絡調整

ア　国及び他府県等との連絡調整

統計調査の円滑な実施のため国等と連絡調整を行うとともに、必要な意見交換、要望等を行った。
イ　市町村への指導、連絡調整

市町村の統計業務の組織、職員に関する調査を実施し、結果を府－市町村で共有した。
＊統計調査の円滑な実施を図るため毎年度当初に実施している市町村統計主管課長会議
は、新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から中止した。
(6) 叙勲・褒章、表彰

各種統計調査に功績があった者を選考・推薦し、次のとおり勲章が授与され、各省大臣及び知事により表彰された。

	区　　分
	調査員

(指導員を含む)
	調査客体

	叙勲（瑞宝単光章）

　令和２年春・総務省関係

　令和２年秋・総務省関係

　令和２年秋・経済産業省関係

褒章（藍綬褒章）

令和２年春・総務省関係

　令和２年秋・経済産業省関係
	4人

3人

1人

1人

1人
	－

	総務大臣表彰
	18人
	－

	厚生労働大臣表彰
	令和２年度は実施なし

	農林水産大臣表彰
	11人
	－

	経済産業大臣表彰
	37人
	－

	大阪府知事表彰

　憲法記念日(公共関係功労)

　永年従事功績
	12人

23人
	－

－

	計
	111人
	0


情報企画グループ
統計普及の推進と加工統計の作成、諸統計の総合的分析及び統計調査事業の円滑な推進に資するため、以下の事業を実施した。

	整理番号
	事業名
	実施時期
	備考

	１
	大阪府統計普及事業
	
	総務省

大阪府

	
	
	(1)　統計刊行物の発行
	通年
	

	
	
	(2)　統計普及の推進
	〃
	

	２
	加工統計の作成
	
	大阪府

	
	
	(1)　大阪府民経済計算
	通年
	

	
	
	(2)　大阪府産業連関表
	〃
	

	
	
	(3)　大阪府工業指数
	毎月
	

	
	
	(4)　地域メッシュ統計
	通年
	

	３
	電算業務の企画・調整
	通年
	大阪府


１　大阪府統計普及事業

	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

(うち府費額)

決算額

(うち府費額)
	7,218千円

(1,276千円)

6,058千円

(916千円)
	10,165千円

(967千円)

9,032千円

(171千円)
	8,480千円
(227千円)
7,815千円
(164千円)


(1) 統計刊行物の発行

	名　称
	内　容
	体裁・部数
	配付先
	発行周期

	令和２年度

大阪府統計年鑑
	社会の各分野における基本的統計数値、統計グラフ等
	Ａ４版510頁

40部
	 図書館、
調査協力先等
	毎年

	データおおさか2021
	大阪に関する様々な分野における主要データのカラーグラフ等
	Ａ５版28頁

10部
	－
	毎年


　　　＊統計課ポータルサイト「大阪府の統計情報」でも公表
(2) 統計普及の推進

ア　統計資料室の運営管理

(ｱ) 目　　的　　　統計課に保管している各種の統計資料（統計刊行物）を一般の閲覧に供して統計の普及を図るとともに、統計行政の円滑な運営に資する。

　　　(ｲ) 場　　所　　　咲洲庁舎19階

(ｳ) 利用状況　　　閲覧者数　５人
(ｴ) 複写サービス　令和２年度収入額　970円

イ「統計の日」ＰＲ

(ｱ) 目　　的　　　統計の日（10月18日）を中心として統計のＰＲを行い、統計及び統計調査に対する理解と協力を得る。

(ｲ) 内　　容　　　総務省作成ポスターの掲示及び配付（Ａ２版　4,020枚）
ウ　大阪府統計グラフコンクール

(ｱ) 目　　的　   　統計の普及及び統計の表現技術の向上に資する。

＊新型コロナウイルス感染拡大の影響で休校期間の延長及び夏休み期間の短縮により制作時間の確保が困難となり、全体の約８割を占める小中学生の応募数の激減が予想されることを理由に、全国コンクール（(公財)統計情報研究開発センター主催）が中止されたことを踏まえ、募集要項の作成等の準備を進めていたが、中止した。
エ　教職員向け統計教育セミナー
(ｱ) 目　　的　統計への理解を深め、統計教育の充実を図る。
(ｲ) 内　　容　総務省統計研究研修所等が実施する教職員向けのセミナーを府内全ての小学校、中学校、高等学校、支援学校等に周知し、受講を希望する教職員の推薦を行った。
	日　　時
	令和２年８月17日(月) 　９時30分～17時

	場　　所
	滋賀大学　大津サテライトプラザ

	主　　催
	総務省統計研究研修所、滋賀大学

	研 修 名
	教育関係者向けセミナー

	対　　象
	府内教職員、府内各教育機関所属職員

	推 薦 者
	５人


＊新型コロナウイルス感染拡大の影響を受け、統計グラフ指導者講習会（(公財)統計情報研究開発センター主催）、福井県統計指導者講習会（福井県統計主管課主催）は中止
オ　統計データ利活用推進事業
(1) EBPMに資する統計データ利活用

EBPM（証拠に基づく政策立案）の実例を紹介し、演習を通じて課題解決に向けた統計データ利活用の重要性を伝え、統計活用力の向上を図った。

	 日  　時
	令和２年９月18日(金)　14時～17時30分

	場　　所
	咲洲庁舎２階　咲洲ホール

	内　　容
	・EBPMの概要
・EBPMに基づく政策事例の紹介と演習

	講　　師
	統計データ利活用センター長　高部 勲 氏

	受 講 者
	75人（府職員、市町村職員）


(2) 公的統計データの見つけ方

e-Stat（政府統計の総合窓口）の概要や利活用事例を説明し、統計データの重要性への理解の促進及び統計活用力の向上を図った。
	日　　時
	令和２年11月９日(月)　10時～12時、13時30分～15時30分

	場　　所
	咲洲庁舎41階　会議室８

	内　　容
	・e-Statの概要

・提供データや利活用事例の紹介

	講　　師
	総務省統計局統計情報システム管理官補佐　角田 敏 氏

	受 講 者
	85人（府職員、市町村職員）


カ　地域分析事業
(ｱ) データアナライズセミナー

Excelを用いてデータの可視化を図るとともに、相関分析、回帰分析等の分析手法を紹介し、庁内における地域経済分析及び統計データ利活用の推進を図った。

	日    時
	令和２年７月15日(水)、16日(木)、８月12日(水)

９時45分～17時30分

	場　　所
	咲洲庁舎32階　ＯＡ研修室、19階　統計課会議室

	内　　容
	・Excelによる図表づくり

・Excelでできるデータ分析

	講　　師
	統計課職員

	受 講 者
	44人


(ｲ) RESAS等利活用研修会

RESAS（地域経済分析システム　地方創生の様々な取組を情報面から支援するため経済産業省及び内閣官房が提供）の見方や使い方、RESASを活用した政策提言の事例を紹介し、市町村における統計データ利活用の促進を図った。

	日　　時
	令和２年９月29日(火)  ９時30分～17時30分

	場　　所
	咲洲庁舎32階　ＯＡ研修室

	内　　容
	・RESASの紹介、分析事例についての講義

・市町村のケーススタディを活用した、地域の課題解決のためのパソコン演習

	講　　師
	金沢大学国際基幹教育院　松浦 義昭 氏

	受 講 者
	26人（市町村職員、府職員）


キ　大学連携事業
(ｱ) 大阪府立大学との共催セミナー

経営・政策判断に使える公的統計の概要や活用方法を紹介し、統計データ利活用の推進及び統計調査に協力する意識の醸成を図った。また、経済学・ビジネス分野におけるビックデータの利用例を紹介し、その分析の目的や有用性を示した。

	日　　時
	令和２年11月17日(火)  18時～20時

	場　　所
	大阪府立大学I-siteなんば　Ｃ１、Ｃ２、Ｃ３教室

	タイトル
	経済・社会を読み解くビッグデータ分析

	内　　容
	1 公的統計データ等の探し方

②  経済・社会を読み解くビッグデータ分析

	講　　師
	1 統計課職員

2 大阪府立大学大学院経済学研究科現代システム科学域マネジメント学類　准教授　鹿野　繁樹  氏

	受 講 者
	36人（公務員、会社員、学生等）


(ｲ) 大阪大学との共催セミナー

＊開催準備を進めたが、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が発令されたため、中止した。
	日　　時
	令和３年２月24日(水)  18時30分～20時30分

	場　　所
	大阪産業創造館　４階イベントホール

	タイトル
	オープンデータから読み解く因果関係
～新型コロナウイルスの流行推移～

	内　　容
	1 大阪府民経済計算について

2 厚生労働省のオープンデータを用いたコロナ禍のデータに対する時系列データの解析方法

	講　　師
	1 統計課職員

2 大阪大学大学院基礎工学研究科　特任教授　濱田　悦生  氏


(ｳ) インターンシップ生の受入れ
公的統計の利活用を通じて地域の課題解決ができる人材の育成を目的として、インターンシップ生を受け入れた。

　　　　・大阪大学大学院経済学研究科　　　　　　　　　　　　　２名（8/24～28）
　　　　・大阪大学大学院基礎工学研究科ＤＳ４プログラム履修生　１名（8/24～9/4）
２　加工統計の作成【全額府費】

	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	588千円

268千円
	649千円

353千円
	473千円
144千円


(1) 大阪府民経済計算

ア　大阪府民経済計算

大阪経済の規模及び構造並びにその変遷を生産、分配、支出の面から巨視的にとらえ、府の財政経済施策の策定に資するため、有識者の意見を聴きながら「平成30年度大阪府民経済計算(確報)」を作成し、令和３年１月に公表した。
(ｱ) 体裁・部数
Ａ４版184頁　120部
(ｲ) 主な配付先
国立図書館、図書館、調査協力先等
イ　財政状況調査

大阪府民経済計算及び大阪府産業連関表の基礎資料とするため、国出先機関等（独立行政法人、公的企業等を含む）の令和元年度の財政状況を、令和３年１～２月に、郵送調査により把握した。

（調査対象）
政府サービス生産者に格付けされる機関　96件


公的企業に格付けされる機関　　　　　　33件

ウ　市町村民経済計算推計の相談対応

市町村民経済計算の推計についての市町村の相談に応じた。

(2) 大阪府産業連関表

ア　大阪の産業構造を総合的に把握・分析し、経済の将来予測や各種施策の経済効果の測定等に資するため、有識者の意見を聴きながら「平成27年(2015年)大阪府産業連関表(基本表)」を作成し、令和３年２月に公表した。
(ｱ) 体裁・部数
Ａ４版122頁　40部
(ｲ) 主な配付先
国立図書館、調査協力先等
　　　　また、同表を基にした経済波及効果推計ツール（汎用版、簡易版）を作成し、令和３年３月に公表した。
イ　大阪府産業連関表を利用した経済波及効果の推計について、具体的な事例の紹介と方法に関する研修を実施した。
	日　　時
	令和２年９月９日(水) 、10日(木) 

	主　　催
	総務部人事局

	研 修 名
	主事・技師級職員研修Ⅲ（全体講義）
「政策形成に役立つ統計情報」

	受 講 者
	315人（ｅ－ラーニング）


(3) 大阪府工業指数

ア　大阪府工業指数

大阪の工業活動を生産、出荷、在庫の各動向によって把握し、府内の経済状況を測る指標の一とするため、各月の生産動態統計調査の結果及び関係団体等から収集したデータから、業種分類別に生産、生産者出荷、生産者製品在庫の各指数を毎月作成し、公表した。

・月報（速報）　２か月後の月末

・2019年確報　　令和２年８月

・2020年速報　　令和３年３月

イ　大阪府工業指数作成のための生産動態調査

日本標準産業分類（平成25年10月改定）の大分類「製造業」に属し指定品目を製造する事業所及び指定品目の生産動態を集計する機関23件について、月初在庫数量、生産数量、出荷数量、過欠補正数量、月末在庫数量を毎月調査した。

(4) 地域メッシュ統計

ア　平成28年経済センサス‐活動調査の結果を基に、府内の産業分類別事業所・従業者の分布、前回調査（平成24年）からの増減を表す地図を作成し、令和３年３月に公表した。

(ｱ) 体裁・部数
Ａ４版カラー124頁　10部
　　イ　各部局が保有するデータを活用して職員自らで地域的な分析ができるよう、地域メッシュ統計作成に使用する無償のソフトウェア（地理情報システム(QGIS)）の使用方法について、庁内ウェブページで自主学習用教材を提供した。
　　　＊新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、ＯＡ研修室での研修会は中止

３　電算業務の企画・調整【全額府費】

	   年  度
	３０
	元
	２

	  予 算 額

  決 算 額
	1,511千円

1,510千円
	2,399千円

1,318千円
	2,375千円
2,122千円


　統計業務で利用する情報システムの円滑な稼働を図るため課内の電子計算機基盤を整備するとともに、業務の迅速化及び地域統計の充実を図るため、以下の事務を実施した。

　・委託開発情報システムの維持保守

・課内情報システムの支援及びデータ等の管理

・電子計算機の設置及び管理運用

人口・労働グループ
　

以下の統計調査を実施し、加工統計を作成した。

	整理番号
	事　業　名

(統計調査名)
	調査期日

(実施時期)
	調査対象数
	調査員数

(人)
	指導員数

(人)
	所　管

	１
	労働力調査
	毎月末日

(月末の１週)
	約2,700世帯
約7,000人
	97
	19
	総務省

	２
	令和２年国勢調査
	令和２年

10月１日
	約400万世帯
約880万人
	43,483
	6,861
	総務省

	３
	大阪府毎月推計人口の作成
	毎月
	－
	－
	－
	大阪府


１　労働力調査

　

	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	85,525千円

84,076千円
	89,611千円

88,768千円
	89,608千円

86,980千円


(1) 目的
国民の月々の就業、不就業の状態を調査し、雇用対策や経済政策、経済分析等の基礎資料を得る。

(2) 調査対象

総務大臣が指定した約180調査区の中から抽出した世帯の世帯員

(3) 主な調査事項

男女の別及び出生の年月、配偶関係、就業状態、就業時間、従業上の地位、

勤め先等の事業の種類、仕事の種類、転職、追加就業の希望の有無、求職状況等

(4) 結果の公表

ア  公表時期

(1) 四半期報　５月下旬、９月上旬、12月上旬、３月上旬

(2) 年報　　　３月上旬

イ  体裁・部数（年報のみ）

Ａ４版11頁　57部

ウ　主な配付先

総務省統計局、大阪労働局、図書館　等

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　根拠法令：統計法、労働力調査規則

２　令和２年国勢調査
	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	－

－
	－

－
	4,456,721千円

4,192,585千円


(1) 目的

国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得る。

(2) 調査対象

我が国に常住する全ての人（外国政府の外交使節団・領事機関の構成員及びその家族、外国軍隊の軍人・軍属及びその家族を除く）

(3) 調査事項

ア　世帯員に関する事項

①氏名、②男女の別、③出生の年月、④世帯主との続柄、⑤配偶の関係、⑥国籍、

⑦現在の住居における居住期間、⑧５年前の住居の所在地、

⑨在学・卒業等教育の状況、⑩就業状態、⑪所属の事業所の名称及び事業の種類、

⑫仕事の種類（職業）、⑬従業上の地位、⑭従業地又は通学地、

⑮従業地又は通学地までの利用交通手段　

イ  世帯に関する事項

①世帯の種類、②世帯員の数、③住居の種類、④住宅の建て方
(4) 結果の公表
ア　人口速報集計　　令和３年６月予定
イ　人口等基本集計　令和３年11月予定
根拠法令：統計法、国勢調査令

３　大阪府毎月推計人口の作成

各種行政事務の基礎資料とするため、直近の国勢調査の人口等基本集計の結果に各市町村の住民基本台帳登録者数の増減を加減して、毎月１日現在の府内の常住人口を算出し、公表した。
(1) 内容
市区町村・男女別の人口、世帯数、出生数、死亡数、年齢(５歳階級)別人口
(2) 公表

ア　毎月推計人口　                   　毎月１日

イ　毎月推計人口　年齢(５歳階級)別　毎月15日

勤労・教育グループ
　
以下の統計調査を実施した。

	整理番号
	事　業　名
(統計調査名)
	調査期日等
(実施時期)
	調査対象数
	調査員数

(人)
	所　管

	１
	毎月勤労統計調査
	
	
	
	厚生労働省

	
	
	全国調査及び地方調査
（第一種事業所調査）
	毎月末
	1,330事業所
	－
	

	
	
	全国調査及び地方調査

（第二種事業所調査）
	〃
	1,014事業所
	61
	

	
	
	特別調査
	令和２年度は中止
	
	
	

	２
	学校基本調査
	５月１日
	3,309客体
43市町村
 教育委員会
	－
	文部科学省

	３
	学校保健統計調査
	令和２年４月～令和３年３月
	221校
	－
	文部科学省


１　毎月勤労統計調査
　


	年　度
	３０
	元
	２

	予算額
決算額
	48,682千円

47,032千円
	46,213千円

43,109千円
	42,874千円

40,987千円


(1）目的
ア　全国調査及び地方調査
常用労働者の賃金、労働時間及び雇用について毎月の変動を明らかにする。
イ　特別調査
小規模事業所に係る賃金、労働時間及び雇用について毎年一回行うもので、全国調査及び地方調査を補完する。

(2）調査対象

日本標準産業分類(平成25年10月改定)の大分類のうち「農林、林業」、「漁業」、「公務」、「分類不能の産業」以外の16項目のいずれかに属する事業所のうち

ア　全国調査及び地方調査（第一種事業所調査）

厚生労働大臣が常用労働者30人以上を雇用する事業所の中から指定する事業所

全国調査及び地方調査（第二種事業所調査）

厚生労働大臣が毎月勤労統計調査基本調査区から選定した調査区に所在する常用労働者５～29人を雇用する事業所の中から指定する事業所

イ　特別調査

厚生労働大臣が指定する調査区に所在し、常用労働者１～４人を雇用する事業所
(3）主な調査事項
　　賃金、労働時間及び雇用に関する事項等
(4）結果の公表
ア　地方調査集計【法定】
(36)  公表時期

　　調査月の２か月後の月末
(1)  公表内容

・調査結果の概況
・統計表：産業別名目及び実質賃金、労働時間、雇用指数
　　　　　  　　　産業別及び性別の常用労働者の1人平均月間現金給与額、労働時間数、出勤日数
　　　　　　　　　産業別及び性別の常用労働者の月末及び増加・減少推計
　　　　　　　　  規模別の常用労働者の1人平均月間現金給与額、労働時間数、出勤日数

(ｳ) 体裁・部数

　　Ａ４版28頁（９月分、２月分は32頁）　150部
(ｴ) 主な配付先

国の関係機関、図書館等

イ　地方調査賞与集計
(1)  公表時期

・年末賞与（11、12、１月支給分）　令和２年４月

・夏季賞与（６、７、８月支給分）　令和２年11月

(2)  公表内容

常用労働者30人以上を雇用する事業所について
・調査結果の概況
・統計表：産業・規模別支給労働者１人平均支給額及び平均支給率等

(ｳ) 体裁

　　アの地方調査集計（２月分、９月分）と合冊
ウ　地方調査年平均速報
(1)  公表時期

　　令和３年３月
(2)  公表内容

令和２年分の
・調査結果の概況
　　　　・統計表：指数、賃金、労働時間、出勤人数及び雇用等

(ｳ) 体裁・部数

　　Ａ４版26頁　160部
(ｴ) 主な配付先

国の関係機関、図書館等

エ　地方調査年報
(1)  公表時期

　　令和２年８月
(2)  公表内容

令和元年分の
・調査結果の概況
　　　　・統計表：指数、賃金、労働時間、出勤人数、雇用及び賞与等

(ｳ) 体裁・部数

　　Ａ４版140頁　160部
(ｴ) 主な配付先

国の関係機関、図書館等

根拠法令：統計法、毎月勤労統計調査規則
２　学校基本調査
	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	3,326千円

2,547千円
	3,270千円

2,558千円
	2,475千円
1,882千円


(1) 目的

学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項を明らかにする。

(2) 調査対象

・学校教育法第１条の学校（大学及び高等専門学校を除く）
第124条の専修学校
第134条第１項の各種学校
・就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第２条第７項の幼保連携型認定こども園
・市町村教育委員会

(3) 主な調査事項

ア　学校調査
学校数、学級数、幼児・児童・生徒数、教職員数、入学・卒業者数等

イ　学校通信教育調査

学校数、生徒数、教職員数、入学・退学者数、履修者数、単位取得者数等

ウ　不就学学齢児童生徒調査

就学免除・就学猶予学齢児童生徒数、１年以上居所不明の学齢児童生徒数、
死亡した学齢児童生徒数等

エ　学校施設調査

用途別土地面積、構造別・用途別建物面積等

オ　卒業後の状況調査

状況別卒業者数、産業別・職業別就業者数等

(4) 結果の公表
ア　公表時期
(1)  速報　令和２年８月
(2)  確報　令和３年２月
イ　体裁・部数

(1)  Ａ４版  25頁　150部
(2)  Ａ４版350頁　170部
ウ　主な配付先

市町村統計主管課・教育委員会、図書館等

    根拠法令：統計法、学校基本調査規則
３　学校保健統計調査
	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	「２　学校基本調査」に含む


(1) 目的

学校における幼児、児童及び生徒の発育及び健康の状態を明らかにする。

(2) 調査対象

幼稚園、幼保連携型認定こども園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校のうち、文部科学大臣があらかじめ指定する学校に在籍する幼児、児童及び生徒（満５～17歳）。ただし、発育状態調査は校内抽出

(3) 主な調査事項

ア　発育状態調査
身長、体重

イ　健康状態調査
栄養状態、脊柱･胸郭･四肢の疾病・異常の有無、視力、聴力、眼の疾病･異常の有無、
耳鼻咽頭疾患の有無、皮膚疾患の有無、歯・口腔の疾病･異常の有無、結核の有無、
心臓の疾病･異常の有無、尿、その他の疾病･異常の有無及び結核に関する検診の結果
(4) 結果の公表

ア　速報　公表せず
　＊新型コロナウイルス感染症の影響により年度前半に健康診断を実施できなかった学校が多数あり、十分なデータが回収できなかったことから、国は速報では身長、体重の全国値のみを参考値として公表する（令和３年３月）に留めたため。

イ　確報　令和３年７月予定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　根拠法令：統計法、学校保健統計調査規則

物価・家計グループ
以下の統計調査を実施し、加工統計を作成した。

	整理番号
	事　業　名

(統計調査名)
	調査期日

(実施時期)
	調査対象数
	 調査員数

(人)
	 指導員数

(人)
	 所　管

	１
	小売物価統計調査
	動向編

価格調査…毎月中旬

 (生鮮食品は上,中,下旬)

家賃調査…四半期ごと

構造編

　店舗形態別価格調査

･･･偶数月中旬

地域別価格差調査

･･･奇数月中旬
	動向編

価格調査 10,574価格
家賃調査   75調査区
構造編       250価格
	46
	14
	総務省

	２
	 家計調査
	毎月
	二人以上の世帯348世帯

単身世帯　　    35世帯
	30
	14
	総務省

	３
	大阪市消費者物価指数の作成
	毎月
	－
	－
	－
	大阪府


１　小売物価統計調査

	年 度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	35,941千円

34,812千円
	34,618千円

33,509千円
	34,469千円

34,143千円


(1) 目的

国民の消費生活上重要な商品の小売価格、サービス料金及び家賃を調査し、消費者物価指数その他物価に関する資料を作成し、消費生活に関する経済諸施策立案のための基礎資料とする。

(2) 調査対象

ア　動向編〔於　大阪市、堺市、枚方市、富田林市、箕面市、東大阪市〕

総務省統計局が定めた方法により抽出した調査区内において調査品目を取り扱っている代表的な店舗・事業所及び調査地区内の全ての民間借家

イ　構造編〔於　大阪市、豊中市〕

調査の種別ごとに総務省統計局が指定した店舗形態について、調査品目を取り扱っている代表的な店舗

(3) 主な調査事項

ア　動向編　540品目(859銘柄)についての小売価格、サービス料金及び家賃

イ　構造編　店舗形態別価格調査
   9品目( 9銘柄)についての小売価格

　　　　　　　地域別価格差調査　　57品目(58銘柄)についての小売価格

　                  　　　　　　　　　　　　　　　  根拠法令：統計法、小売物価統計調査規則

２　家計調査
	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	53,449千円

53,044千円
	53,585千円

52,922千円
	52,704千円

51,933千円


(1) 目的

国民生活における家計収支の実態を把握し、諸種の経済及び社会問題等に処する施策立案の基礎資料を提供する。

(2) 調査対象

学生の単身世帯を除いた世帯のうちから総務省統計局が定めた方法により抽出した世帯

・二人以上の世帯　348世帯
・単身世帯　　　　 35世帯(うち寮・寄宿舎　６世帯)

(3) 主な調査事項

毎月の収入及び支出に関する事項（無職世帯を除く勤労者以外の世帯は、支出のみ）、

年間収入に関する事項、貯蓄及び負債の保有状況等に関する事項（単身世帯を除く）、

世帯、世帯員、住居に関する事項

  　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 　　　　根拠法令：統計法、家計調査規則
３　大阪市消費者物価指数の作成

　　大阪市の物価水準の変動を迅速に把握し、消費生活に関する施策立案の参考とするため、　各月の小売物価統計調査の結果から総合指数、費目(中分類)別指数を毎月作成し、公表した。

(1) 公表時期
調査月の26日を含む週の金曜日

(2) 体裁

ア　月速報　　Ａ４版６頁
イ　年速報　　Ａ４版４頁（12月速報と合冊）

ウ　年度速報　Ａ４版４頁（３月速報と合冊）

産業構造グループ
以下の統計調査等を実施した。

	整理番号
	事業名

(統計調査名)
	調査期日

(実施時期)
	調査対象数
	調査員数(人)
	指導員数(人)
	所　管

	１
	令和３年経済センサス-活動調査準備
	－
	－
	－
	－
	－

	２
	経済センサス調査区
管理
	－
	14,529調査区
	－
	－
	総務省

	　３
	2020年工業統計調査
	６月１日
	15,476事業所
	871
	   59
	総務省

経済産業省

	　４
	2020年農林業センサス
	令和２年２月１日
	 7,729経営体
	1,511
	134
	農林水産省


１　令和３年経済センサス‐活動調査準備

　　　　　　

	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	－

－
	－

－
	40,913千円

19,268千円


(1) 目的

全産業分野の売上（収入）金額や費用等の経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国における事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業を対象とした各種統計調査の母集団情報を得る。
(2) 調査対象
日本標準産業分類（平成25年10月改定）に掲げる産業に属する事業所のうち、農林漁業に属する個人経営の事業所、家事サービス業に属する事業所、外国公務に属する事業所を除く全ての事業所・企業

(3) 調査期日
令和３年６月１日
(4) 主な準備
・広報、関係団体への協力依頼
・調査書類・用品の受領、市町村への送付
・市町村事務打合せ会の開催
　　　＊新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から書面開催（７月、２月）

・市町村の準備事務の進捗管理
２　経済センサス調査区管理

	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	1,002千円

797千円
	1,008千円

832千円
	1,014千円
761千円


(1) 目的

平成21年経済センサス－基礎調査において設定した調査区を管理し、必要な修正を行うことにより、事業所又は企業を対象とする各種統計調査実施の基礎資料としての利用に供する。また、調査区が変更になった事業所及び登記簿等の行政記録から追加された事業所等について調査区同定を行う。

(2) 内容

ア　調査区修正報告基準日時点における調査区修正要件の発生の有無、修正状況について、市町村からの報告を取りまとめ、総務大臣に報告した。

（調査区修正要件）・現行のままでは統計調査の実施上著しい支障が発生

・地方公共団体の名称変更、廃置分合若しくは境界変更又は市町村相互間の変更

・住居表示の実施等住所情報の変更

イ　総務省において調査区同定ができなかった事業所の調査区について確認する。
＊令和２年度は「１　令和３年経済センサス‐活動調査準備」として実施
根拠法令：統計法、経済センサス基礎調査規則
３　2020年工業統計調査
	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	56,184千円

52,165千円
	53,312千円

50,023千円
	34,757千円
28,077千円


(1) 目的

工業の実態を明らかにし、工業に関する施策の基礎資料を得る。

(2) 調査対象

　  製造業に属する従業者４人以上の事業所

(3) 主な調査事項

従業者数、製造品出荷額等(その他収入額を含む)、原材料使用額等、現金給与総額等
(4) 結果の公表
ア　公表時期
(1) 2019年確報　令和２年８月
(2) 2020年速報　令和３年３月

(3) 2020年確報　令和３年８月予定

イ　体裁・部数等（2019年確報のみ）
　　　　Ａ４版本文350頁　60部
　　ウ　主な配付先
　　　　大阪府公文書総合センター、東京事務所、総務省統計局、図書館等

　                                　　　　　　　　　　　根拠法令：統計法、工業統計調査規則
４　2020年農林業センサス

	年　度
	３０
	元
	２

	予算額

決算額
	353千円

259千円
	51,582千円

47,557千円
	2,255千円
1,083千円


(1) 目的

農林業の生産構造や就業構造の実態を調査し、施策に必要な資料を整備する。

(2) 調査対象

農作業の生産又は委託を受けて行う農林業作業に係る面積・頭羽数が一定規模以上の「農林業生産活動」を行う農林業経営体
(3) 主な調査事項

経営の態様、世帯の状況、農業労働力、耕地、農産物の販売、山林・林業作業、
林業労働力等
(4) 結果の公表
ア　速報　令和２年12月

　　イ　確報　令和３年４月
根拠法令：統計法、農林業センサス規則
事務事業実績








